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エグゼクティブ・サマリー

序　文

　1992年，トレッドウェイ委員会支援組織委員会（COSO）は，内部統制─統合的フレー
ムワーク（当初のフレームワーク）を公表した。当初のフレームワークは，広く受け入れ
られており，世界中で幅広く利用されている。また，このフレームワークは，内部統制の
設計，適用および運用ならびに内部統制の有効性の評価に関する先導的なフレームワーク
として認識されている。
　当初のフレームワークの公表から20年の間に，ビジネスおよび業務環境は劇的に変化し
てきており，ますます複雑で，テクノロジー主導的かつ国際的なものとなった。同時に，
利害関係者の関与度合いも高まっており，組織の経営上の意思決定およびガバナンスを支
える内部統制システムの誠実性に関するいっそうの透明性および説明責任を求めている。
　COSOは，改訂された内部統制─統合的フレームワーク（本フレームワーク）の公表を
喜ばしく思っている。COSOは，本フレームワークにより，組織が事業体の目的の達成可
能性を高め，ビジネスおよび業務環境の変化に適応できるような内部統制システムを有効
かつ効率的に構築および維持できるようになるであろうと考えている。
　当初のフレームワークに慣れ親しんだ経験豊富な読者は，改訂版となる本フレームワー
クが，当初版で有用性が実証された内容に基づいており，馴染みのあるものが多いことに
気づくであろう。改訂版は，内部統制の定義の中核となる事項および内部統制の ５ つの構
成要素を踏襲している。内部統制システムの有効性を評価する ５ つの構成要素を検討する
要件も，基本的に変更されていない。また，本フレームワークは，内部統制の設計，適用
および運用ならびに内部統制の有効性の評価における経営者の判断の重要性を引き続き重
視している。
　同時に，本フレームワークでは，利用および適用を容易にすることを意図して，改良と
明確化が図られている。重要な改良策の 1 つは，当初フレームワークにおいて導入された
基本概念の定式化である。本フレームワークにおいては，これらの概念が ５ つの構成要素
に関連づけられた原則として新たに位置づけられ，内部統制システムの整備および運用な
らびに有効な内部統制の要件を利用者が理解できるように明確化されている。
　目的のグループの 1 つである財務報告カテゴリーを拡張し，非財務報告および内部報告
といった他の重要な報告形態を含めることによって，フレームワークが改良されている。
また，本フレームワークは，以下を含む過去数十年におけるビジネスおよび業務環境の多
くの変化に関する検討事項を反映している。
◦ガバナンス監督に関する期待
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◦市場と業務の国際化
◦ビジネスの変化と複雑性の増大
◦法律，規則，規制および基準への要請とそれらの複雑性
◦業務遂行能力および説明責任に対する期待
◦進展するテクノロジーの利用とそれへの依存
◦不正の防止と摘発に関する期待

　このエグゼクティブ・サマリーは，取締役会，最高経営責任者およびその他の上級経営
者向けに精選された要旨を提供するものである。フレームワークおよび付録篇は，内部統
制を定義し，構成要素および関連する原則を含む有効な内部統制の要件を述べ，かつ，内
部統制の設計，適用および運用ならびにその有効性の評価に利用されるすべての階層の管
理職に向けた指針を提供するフレームワークについて説明している。フレームワークおよ
び付録篇の付録には，追加的参考情報が示されているが，本フレームワークの一部とみな
されるものではない。内部統制システムの有効性評価のための例示的ツール篇は，フレー
ムワークを適用する際に有用なテンプレートおよびシナリオを提供するものである。
　本フレームワークに加えて，外部財務報告に係る内部統制：適用方法および適用事例の
解説篇が同時に公表されており，本フレームワークに提示されている構成要素および原則
が外部向け財務諸表の作成にどのように適用され得るかを示す実務的な適用方法および適
用事例が提示されている。
　COSOは，これまでに組織が内部統制システムの一環としてモニタリング活動を理解し，
適用する際に役立つように，内部統制システムのモニタリングに関するガイダンスを公表
している。このガイダンスは，当初のフレームワークを適用する際に資するように作成さ
れているものの，本フレームワークにも同様に適用できるものとCOSOは考えている。
　将来的に，COSOは，本フレームワークを適用する際に資するような他の文書を公表す
るかもしれない。しかしながら，外部財務報告に係る内部統制：適用方法および適用事例
の解説篇も，内部統制システムのモニタリングに関するガイダンスも，過去および将来公
表されるその他のガイダンスのいずれも，本フレームワークに優先するものではない。
　COSOが公表した公表物の中に，全社的リスクマネジメント─統合的フレームワーク
（ERMフレームワーク）がある。ERMフレームワークと本フレームワークは，補完的な位
置づけであり，一方が他方に優先するものではない。しかし，これらのフレームワークは
区別されており，着眼点が異なるものの，重複している。ERMフレームワークは，当初
の内部統制─統合的フレームワークの記述を一部含むことで，内部統制を包含している。
その結果，ERMフレームワークは，全社的リスクマネジメントの設計，適用，運用およ
び評価に依然として実行可能で，適合したものとなっている。
　最後に，COSOは，本フレームワークおよび関連文書の作成に貢献されたPwC（プライ
スウォーターハウスクーパース）および諮問委員会に対して謝意を表する次第である。多
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くの利害関係者から寄せられた意見の検討および知見が，当初のフレームワークの中核的
長所の維持，明瞭化および強化の確保に役立っている。

デイビッド　L．ランジッテル　
COSO会長　
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　内部統制は，事業体が重要な目的を達成し，業績を維持および改善する上で役立つもの
である。COSOの内部統制─統合的フレームワーク（本フレームワーク）は，変化するビ
ジネスおよび業務環境に適応し，リスクを許容可能な水準に低減し，組織が，健全な意思
決定および組織のガバナンスを支える内部統制システムを有効かつ効率的に整備できるよ
うにするものである。
　有効な内部統制システムの整備および運用は，たいへん難しく，そうしたシステムを，
日々，有効かつ効率的に機能させることは，骨の折れる仕事である。新しく急速に変化す
るビジネス・モデル，テクノロジーの利用度の増大とそれへの依存度の高まり，規制上の
要求と検査の増大，国際化およびその他の難題により，あらゆる内部統制システムに，ビ
ジネス，業務および規制環境における変化に機敏に適応することが求められている。
　有効な内部統制システムは，方針および手続の厳格な遵守以上のものを求めるものであ
り，判断の行使を必要とするものである。経営者および取締役会1は，十分な統制の水準
を決定するために判断を行使する。経営者およびその他の構成員は，事業体全体にわたり
統制を選択，整備および運用するために，日々，判断を行使している。その中でも，経営
者および内部監査人は，内部統制システムの有効性を監視および評価する際に判断を下し
ている。
　本フレームワークは，経営者，取締役会，外部利害関係者およびその他の事業体に関わ
る者が，過度に細則主義に陥ることなく，内部統制に関する各自の職責を果たすことに資
するものである。そのために，内部統制システムを構成するものに対する理解を深めると
ともに，内部統制が有効に機能する場合に関する知見が与えられる。
　経営者および取締役会のために，本フレームワークは，以下のものを提供するものであ
る。
◦業種または法的形態にかかわらず，あらゆる種類の事業体に対して，全社レベル，業

務部門レベルまたは機能レベルで内部統制を適用する方法
◦内部統制の設計，適用および運用の際に弾力性と判断の余地を与える原則主義のアプ

ローチ─原則は，全社レベル，業務部門レベルおよび機能レベルで適用し得る。
◦構成要素と原則が存在し，機能する方法および構成要素が共に運用されている方法を

検討することによる有効な内部統制システムの要件

１　本フレームワークでは，「取締役会」という用語を，ボード，評議員会，無限責任パートナー，所有者（オー
ナー）または監督委員会（スーパーバイザリー・ボード）などの統治機関を含む意味で用いている。
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◦リスクを識別および分析し，リスクを許容可能な水準に収め，不正対策にいっそう焦
点を絞った形のリスクへのしかるべき対応を開発および管理するための方法

◦財務報告を超えて，内部統制の適用範囲を他の報告形態，業務およびコンプライアン
スの目的へ拡張する機会

◦事業体の目的の達成に対するリスクを低減する際に，最小限の価値しか提供しない効
果のない，重複するまたは非効率的な統制を排除する機会

　事業体の外部利害関係者およびその他の事業体に関わる者には，このフレームワークを
適用することにより，以下のものを提供するものである。
◦取締役会の内部統制システムの監督に関する信頼性の向上
◦事業体の目的の達成に関する信頼性の向上
◦リスクならびにビジネスおよび業務環境の変化を識別，分析し，それに対応する組織

の能力に関する信頼性の向上
◦有効な内部統制システムの要件に関する理解の深まり
◦判断の行使を通じて，経営者が非効果的，重複または非効率的な統制を排除でき得る

ことに関する理解の深まり
　内部統制は，順を追ったプロセスではなくて，動的かつ統合されたプロセスである。本
フレームワークは，規模の大中小，営利，非営利，政府機関を問わず，すべての事業体に
適用される。しかしながら，各組織が選択し，実行する内部統制は，異なり得るものであ
る。例えば，中小規模の事業体の内部統制システムは，それほど形式ばっておらず，簡易
な構造のものであるかもしれないが，それでも内部統制としては有効なものである。
　このエグゼクティブ・サマリーでは，以下，定義，目的のカテゴリー，必須の構成要素
および関連する原則に関する記述および有効な内部統制システムの要件を含む内部統制の
要旨について述べる。また，内部統制の限界─完全な内部統制システムは存在しない理由
─についても述べる。最後に，本フレームワークのさまざまな利用者ごとの利用方法を提
示する。

内部統制の定義

　内部統制は，以下のように定義される。
�内部統制とは，事業体の取締役会，経営者およびその他の構成員によって実行され，
業務，報告およびコンプライアンスに関連する目的の達成に関して合理的な保証を
提供するために整備された １つのプロセスである。

　この定義は，以下のような一定の基礎的概念を反映している。すなわち，内部統制は，
◦業務，報告およびコンプライアンスのうちの 1 つまたは複数のカテゴリーにおける目
的の達成を促進するものである。
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◦継続的な作業および活動から構成される １ つのプロセスである─目的そのものではな
く，目的を達成するための手段である。

◦人々によって実行される─単なる方針および手続マニュアル，システム，様式に関す
るものではなく，内部統制に影響を及ぼす組織のあらゆる階層の人々および人々がと
る行動に関するものである。

◦合理的な保証を提供することができる─しかし，事業体の上級経営者および取締役会
に絶対的な保証を提供することはできない。

◦事業体の構造に適合させることができる─全社レベルまたは特定の子会社，部門，業
務単位もしくは業務プロセスに弾力的に適用することができる。

　この定義は，意図的に広範なものとなっている。この定義には，組織が内部統制を設計，
適用および運用する方法の基礎となる重要な概念が含まれており，さまざまな事業体構造，
業種および地理的地域において業務を行う組織一般に適用する際の基礎を提供するもので
ある。

目　的

　本フレームワークは，組織が，内部統制のさまざまな局面に着目できるように ３ つの目
的のカテゴリーを提示している。
◦業務目的─これらは，業績目標および財務業績目標の達成および資産を損失から保全

することを含む，事業体の業務の有効性と効率性に関連している。
◦報告目的─これらは，内部および外部の財務および非財務の報告に関連しており，規

制当局もしくは認められた基準設定主体により，または，事業体の方針として明らか
にされる信頼性，適時性，透明性またはその他の観点を含むものである。

◦コンプライアンス目的─これらは，事業体が法律および規則を遵守することに関連し
ている。

内部統制の構成要素

　内部統制は， ５ つの統合された構成要素で構成されている。

統制環境

　統制環境とは，組織全体にわたって内部統制を実行するための基礎となる 1 組の基準，
プロセスおよび組織構造である。取締役会および上級経営者は，期待される行動基準を含
む，内部統制の重要性に関するトップの気風を確立する。経営者は，組織のさまざまな階
層における期待を補強する。統制環境は，組織の誠実性と倫理観，取締役会がガバナンス
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についての監督責任を遂行することを可能にする指標，組織構造および権限と責任の割当
て，有能な個人を惹きつけ，育成し，かつ，維持するためのプロセス，ならびに，業務執
行に対する説明責任の原動力となる厳格な業績尺度と動機づけ，報奨から構成される。統
制環境は，内部統制システム全体に波及的な影響を及ぼす。

リスク評価

　どの事業体も外部および内部の源泉からのさまざまなリスクに直面する。リスクは，あ
る事象が発生した場合に，目的の達成に不利な影響を及ぼす可能性と定義される。リスク
評価は，目的の達成に対するリスクを識別し，評価するための動的で反復的なプロセスを
伴う。これらの目的の達成に対する事業体の至る所からのリスクは，確立されたリスク許
容度と比較して検討される。このように，リスク評価は，どのようにリスクを管理するか
を決定する基礎を形成するものとなる。
　リスク評価は，事業体のさまざまな階層に関連した目的の設定を前提としている。経営
者は，業務，報告およびコンプライアンスに関連するカテゴリーにおいて，これらの目的
に対するリスクの識別および分析を可能とするのに十分な明瞭性をもって，目的を明確化
する。また，経営者は，事業体にとっての目的の適合性を検討する。さらに，リスク評価
においては，経営者は，内部統制の有効性を低下させる可能性のある外部環境および自社
ビジネスモデルに起こり得る変化の影響についても検討することが求められる。

統制活動

　統制活動は，目的の達成に対するリスクを低減させる経営者の指示が確実に実行される
のに役立つ方針および手続を通して確立される行動である。統制活動は，事業体のあらゆ
る階層で，ビジネスプロセスのさまざまな段階で，テクノロジー環境にまたがって実行さ
れる。それらは，予防的または発見的な性質のものであり，権限委譲と承認，検証，調整，
業績レビューなど，手作業のおよび自動化された幅広い活動が包含される。職務分掌は，
一般的に，統制活動の選択および整備に組み込まれるものである。職務分掌が現実的でな
い場合には，経営者は，代替的な統制活動を選択し，整備する。

情報と伝達

　情報は，事業体が内部統制の目的を達成することを支援するための内部統制に関する責
任を遂行するために必要なものである。経営者は，内部統制の他の構成要素が機能するこ
とを支援する内部および外部双方の情報源からの関連性のある質の高い情報を入手または
作成し，利用する。伝達は，必要な情報を提供し，共有し，入手する継続的かつ反復的な
プロセスである。内部伝達は，事業体の上層へ，下層へ，また，横断的に，組織全体にわ
たって情報を広める手段である。それにより，構成員は，統制責任を真剣に捉えなければ
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ならない，という上級経営者からの明確なメッセージを受け取ることができるのである。
外部伝達には， 2 つの種類がある。 1 つは，関連性のある外部情報の内部伝達を可能にす
ることであり，もう 1 つは，要請や期待への対応として，外部関係者に情報を提供するこ
とである。

モニタリング活動

　日常的評価，独立的評価，または両者の一定の組合せは，各構成要素における原則を実
行する統制を含む内部統制の ５ つの各構成要素が，存在し，機能しているかを確かめるた
めに利用される。事業体の異なる階層のビジネスプロセスに組み込まれている日常的評価
を通じて，適時に情報が提供される。独立的評価は，定期的に実施されるが，リスク評価，
日常的評価の有効性およびその他の経営者の検討事項により，その範囲および頻度が異な
るものとなる。発見事項は，規制当局，認められた基準設定主体または経営者および取締
役会により設定された規準に対して評価され，不備は必要に応じて，経営者および取締役
会に伝達される。
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目的と構成要素との関係

　事業体が達成しようとする目的，目的を達成するために必要とされるものを示す構成要
素および事業体の組織構造（業務単位，法人組織およびその他）の間には，直接的な関係
が存在している。この関係は，立方体の形で
描くことができる。
◦目的の ３ つのカテゴリー─業務，報告お

よびコンプライアンス─は，列（縦軸）
として表される。

◦ ５ つの構成要素は，行（横軸）として表
される。

◦事業体の組織構造は，立方体の軸（三次
元の第三の軸）として描かれる。

構成要素および原則

　本フレームワークは，各構成要素に関連する基本概念を表す17の原則を提示している。
　これらの原則は，構成要素から直接引き出されることから，事業体は，すべての原則を
適用することによって有効な内部統制を達成することができる。すべての原則は，業務，
報告およびコンプライアンスの目的に適用される。内部統制の構成要素を支える原則は，
以下に列挙されている。

統制環境

1 ．組織2は，誠実性と倫理観に対するコミットメントを表明する。
2 ．取締役会は，経営者から独立していることを表明し，かつ，内部統制の整備および運

用状況について監督を行う。
３ ．経営者は，取締役会の監督の下，内部統制の目的を達成するに当たり，組織構造，報

告経路および適切な権限と責任を確立する。
４ ．組織は，内部統制の目的に合わせて，有能な個人を惹きつけ，育成し，かつ，維持す

ることに対するコミットメントを表明する。

リスク評価

情報と伝達

統制活動

モニタリング活動

全
社
レ
ベ
ル

部
門

業
務
単
位

機
能

コン
プラ
イア
ンス

報告業務

統制環境

２　本フレームワークの目的上，「組織」という用語は，内部統制の定義に反映されているように，取締役会，経
営者およびその他の構成員を集合的に捉えるために使われている。
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５ ．組織は，内部統制の目的を達成するに当たり，内部統制に対する責任を個々人に持た
せる。

リスク評価

６ ．組織は，内部統制の目的に関連するリスクの識別と評価ができるように，十分な明確
さを備えた内部統制の目的を明示する。

7 ．組織は，自らの目的の達成に関連する事業体全体にわたるリスクを識別し，当該リス
クの管理の仕方を決定するための基礎としてリスクを分析する。

８ ．組織は，内部統制の目的の達成に対するリスクの評価において，不正の可能性につい
て検討する。

9 ．組織は，内部統制システムに重大な影響を及ぼし得る変化を識別し，評価する。

統制活動

10．組織は，内部統制の目的に対するリスクを許容可能な水準まで低減するのに役立つ統
制活動を選択し，整備する。

11．組織は，内部統制の目的の達成を支援するテクノロジーに関する全般的統制活動を選
択し，整備する。

12．組織は，期待されていることを明確にした方針および方針を実行するための手続を通
じて，統制活動を展開する。

情報と伝達

1３．組織は，内部統制が機能することを支援する，関連性のある質の高い情報を入手また
は作成して利用する。

1４．組織は，内部統制が機能することを支援するために必要な，内部統制の目的と内部統
制に対する責任を含む情報を組織内部に伝達する。

1５．組織は，内部統制が機能することに影響を及ぼす事項に関して，外部の関係者との間
での情報伝達を行う。

モニタリング活動

1６．組織は，内部統制の構成要素が存在し，機能していることを確かめるために，日常的
評価および／または独立的評価を選択し，整備および運用する。

17．組織は，適時に内部統制の不備を評価し，必要に応じて，それを適時に上級経営者お
よび取締役会を含む，是正措置を講じる責任を負う者に対して伝達する。
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有効な内部統制

　本フレームワークは，有効な内部統制システムの要件を設定している。有効なシステム
は，事業体の目的達成に関して，合理的な保証を提供する。有効な内部統制システムは，
事業体の目的を達成しないリスクを，許容可能な水準まで低減するものとして， ３ つの目
的のカテゴリーのうち， 1 つ， 2 つまたはすべてに関連する場合がある。これに関しては，
以下が要求される：
◦ ５ つの各構成要素および関連する原則が存在し，機能していること。「存在する」とは，

構成要素および関連する原則が，特定の目的を達成するための内部統制システムの整
備および運用に存在していると判断することをいう。「機能する」とは，構成要素お
よび関連する原則が，業務および特定の目的を達成するための内部統制システムの行
為に継続的に存在していると判断することをいう。

◦ ５ つの構成要素は，統合された形で共に運用されていること。「共に運用されている」
とは， ５ つの構成要素すべてが，全体として，目的を達成しないリスクを許容可能な
水準まで低減していると判断することをいう。各構成要素は，別々に検討されるべき
でなく，むしろ，統合されたシステムとして共に運用されるべきものである。各構成
要素は，構成要素間で相互に多数の関係やつながりを有する相互依存関係にあり，と
りわけ，諸原則は各構成要素の中でおよび構成要素間で相互に影響し合っている。

　構成要素または関連する原則の存在および機能に関して，あるいは，各構成要素が統合
された形で共に運用されることに関して，重要な不備が存在する場合，組織は，有効な内
部統制システムの要件を満たしていると結論づけることはできない。
　内部統制システムが有効であると判断される際に，上級経営者および取締役会は，事業
体の構造内での適用に関連して，組織が以下のようになっているとの合理的な保証を有す
る：
◦外部事象が目的の達成に重要な影響を及ぼす可能性がほとんどない場合または組織が

外部事象の性質および発生時期を合理的に予測でき，その影響を許容可能な水準まで
低減できる場合に，有効かつ効率的な業務を達成していること

◦外部事象が目的の達成に重大な影響を及ぼし，その影響を許容可能な水準まで低減で
きない場合，業務が有効かつ効率的に管理されている範囲を理解していること 訳注

◦適用される規則，規制および基準または事業体固有の報告目的に準拠した報告書を作
成していること

◦適用される法律，規則，規制および外部基準を遵守していること

訳注：フレームワークと整合性をもたせるためフレームワーク（本書４６ページ）の文言に合わせて記載している。



16

　本フレームワークは，内部統制の設計，適用および運用ならびに内部統制の有効性の評
価に当たって判断を求めている。法律，規則，規制および基準で定められた範囲内で，判
断を行使することは，内部統制についてより良い決定を下す経営者の能力を高めることに
なるが，完全な結果を保証することはできない。

限　界

　本フレームワークは，有効な内部統制が事業体の目的達成について合理的な保証を提供
する一方で，限界が存在することも認識している。内部統制は，間違った判断や決定また
は組織が業務目標を達成できなくなるような要因となり得る外部事象を回避することはで
きない。換言すれば，有効な内部統制であっても，万全なものではなく失敗することもあ
る。限界が生じる原因としては，以下のようなものがある：
◦内部統制の前提として設定された目的の適合性
◦意思決定において，人は判断を誤り，偏見の影響を受ける可能性があるという現実
◦誤謬といった人為的ミスにより機能しなくなること
◦経営者による統制の無効化の可能性
◦経営者，その他の構成員および／または第三者が，共謀により統制を回避する可能性
◦組織が統制できないような外部事象

　これらの限界により，取締役会および経営者が事業体の目的達成について絶対的な保証
を有することはできない─すなわち，内部統制が提供するのは，絶対的な保証ではなく，
合理的な保証である。このような固有の限界があるとしても，経営者はそれを意識した上
で，これらの限界を実務上できる限り最小限にとどめるような統制を選択し，整備し，運
用するようにすべきである。

内部統制 ─ 統合的フレームワークの利用

　本報告書の利用方法は，利害関係者の役割によって異なる。
◦取締役会─取締役会は，事業体の内部統制システムの状況について上級経営者と話し

合い，必要に応じて監督すべきである。上級経営者は，内部統制および取締役会に対
して説明責任を負っており，取締役会は，その構成員がどのように事業体の内部統制
を監督すべきかに関する方針を定め，期待を明確化する必要がある。取締役会は，事
業体の目的達成に対するリスク，内部統制の不備の評価，そのようなリスクおよび不
備を低減するために経営者が講じた措置ならびに経営者による事業体の内部統制シス
テムの有効性評価の方法について，報告を受けるべきである。取締役会は，必要に応
じて，経営者と対峙し，厳しい質問をすべきであり，内部監査人，外部監査人および



17

エグゼクティブ・サマリー

その他の者からの意見を求め，支援を仰ぐべきである。取締役会の各小委員会が，こ
れらの監督活動の一部に対応することで，取締役会を支援する場合も多い。

◦上級経営者─上級経営者は，フレームワークに照らして，組織が内部統制の構成要素
を支援する17の原則をどのように適用しているかに主眼を置いて，事業体の内部統制
システムを評価すべきである。経営者が，1992年版のフレームワークを適用している
場合には，（本フレームワークの付録Ｆに記載されている）今回の改訂についてまず
確認すべきであり，事業体の内部統制システムに対してそれらの改訂点が及ぼす影響
を検討すべきである。経営者は，この当初の比較の一部として，また，事業体の内部
統制システムの全体的な有効性の日常的評価として，ツール篇を活用することを検討
することもできる。

◦他の経営者および構成員─経営者およびその他の構成員は，今回なされた改訂点を確
認し，事業体の内部統制システムに対して，これらの改訂点が及ぼす影響を評価すべ
きである。加えて，本フレームワークに照らしてそれぞれの責任において，どのよう
に行動すべきかを検討し，内部統制を強化するために上席者と話し合いをすべきであ
る。具体的には，既存の統制が，内部統制の ５ つの構成要素内の関連する原則にどの
ように影響を及ぼすかについて検討すべきである。

◦内部監査人─内部監査人は，内部監査計画および1992年版のフレームワークをどのよ
うに適用しているかを確認すべきである。また，内部監査人は，今回なされた改訂点
の詳細を確認し，それらの改訂点が，内部監査計画，評価および事業体の内部統制シ
ステムに関する報告に対して及ぼし得る影響について検討すべきである。

◦独立監査人─法域によっては，独立監査人は，事業体の財務諸表監査に加えて，当該
クライアントの財務報告に係る内部統制の有効性を監査または検証している。監査人
は，組織が内部統制の構成要素内の原則に影響を及ぼす統制をどのように選択，整備
および運用しているかに主眼を置いて，本フレームワークに照らして事業体の内部統
制システムを評価することができる。監査人は，経営者と同様に，事業体の内部統制
システムの全体的な有効性評価の一部として，ツール篇を活用することもできる。

◦他の専門職業組織─業務，報告，コンプライアンスに関するガイダンスを提供する他
の専門職業組織は，本フレームワークと比較して，自己の基準およびガイダンスを検
討することができる。概念および用語上の多様性が除去される限りにおいて，すべて
の関係者は便益を得る。

◦教育関係者─本フレームワークが広範に受け入れられているという前提に立って，そ
の概念および条件を大学のカリキュラムに導入する方法を検討すべきである。
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